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2018 環境ビジネスの振興

１ 高知県の保有するオフセット・クレジット

（J-VER）について

（１）高知県排出量取引プロジェクト

県では、発電施設において石炭の代替燃料として

林地残材を使うことで削減した CO2量を、オフセッ

ト・クレジット制度※１を活用して平成 20年度から

平成 25 年度にかけてクレジット化し、カーボン・

オフセット※２を行う企業などに販売しています。

放置された林地残材

（２）森林吸収量取引モデル事業

県では、県有林を適切に間伐し整備することに

より実現した CO2吸収量を、オフセット・クレジ

ット制度を活用して、平成 22年度と平成 25年度

にクレジット化し、カーボン・オフセットを行う

企業等に販売しています。

２ 高知県版 J-クレジット制度

本制度により創出したクレジットは、国の J-

クレジット制度に準拠する地方自治体の制度と

して国から認証を受け国の J-クレジット制度に

より創出したクレジットと同等の価値を有しま

す。

また、発行されたクレジットは、販売すること

ができ、新たな環境保全活動やカーボン・オフセ

ット等に使用することができます。

高知県では、平成 30 年３月末時点で、四万十

市や三原村などで12の高知県版J-クレジット制

度プロジェクトが稼働しています。

高知県版 J-クレジット制度プロジェクト一覧

プロジェクト名
プロジェクト

実施者

１
高知県津野町龍馬の森間伐推進プロ

ジェクト
津野町

２
高知県中土佐町四万十黒潮の森間伐

推進プロジェクト
中土佐町

３
高知県大豊町ゆとりすとの森間伐推

進プロジェクト
大豊町

４
高知県梼原町雲の上の間伐推進プロ

ジェクト
梼原町

５
高知県森林整備公社造林地温室効果

ガス吸収プロジェクト～みどりの風

が気持ちえいぜよ！の森づくり～

一般社団法人

高知県森林

整備公社

６
高知県安芸市五位ケ森 CO2 吸収プロ

ジェクト

ニッポン

高度紙工業

株式会社

７
高知県土佐町「朝日・輝く森」間伐

推進プロジェクト
土佐町

８
四万十町森林組合温室効果ガス吸収

間伐推進プロジェクト～山、川、海、

自然が人が元気です～

四万十町

森林組合

９
いの町温室効果ガス吸収間伐推進プ

ロジェクト～森林整備で清流仁淀川

を守ります～

いの町

10
高知県高知市よさこいの森 CO2 吸

収プロジェクト
高知市

11
高知県三原村温室効果ガス吸収間伐

推進プロジェクト
三原村

12
高知県四万十市役所市有林間伐推進

プロジェクト（温室効果ガス削減）
四万十市

オフセット・クレジット

（J-VER）制度 （環境共生課）

-用語解説-

※１ オフセット・クレジット（J-VER）制度

環境省が立ち上げた制度で日本国内（J：Japan）にお

ける検証された排出削減（VER：Verified Emission

Reduction）の略。京都メカニズムによる排出削減クレ

ジットと異なり、一定の基準を満たす自主的な排出権で

カーボン・オフセット※２に利用されるものを指します。

※２ カーボン・オフセット

日常生活や経済活動において避けることができない

温室効果ガス排出量について、まずできる限りの削減努

力をし、どうしても削減が困難な部分について、他の場

所で実現した削減・吸収量によりその一部または全部を

埋め合わせることをいいます。
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３ 現状と課題

（１）高知県クレジットの活用状況

現在、高知県では、排出削減クレジットと森林吸

収クレジットの２種類を販売しています。クレジッ

トの発行量と、現在の販売量は以下のようになって

います。

クレジットの発行・販売実績（平成 30 年３月末現在）

クレジットの販売を開始した当初は、ほかにクレ

ジット販売事業者が少なかったこともあり、販売

量・販売件数ともに好調でしたが、近年では、クレ

ジット販売事業者も増え、販売量・販売件数ともに

当初の半分以下の売れ行きとなっています。

こうした状況を改善するために、カーボン・オフ

セットの仕組みや地球温暖化防止をはじめとする

環境保全への効果について更に広めていく必要が

あります。

発行量

[t-CO2]

販売量

[t-CO2]

残高

[t-CO2]

排出削減

クレジット
20,257 9,630 10,627

森林吸収

クレジット

2,305
(バッファー※３

68t-CO2)

252 1,985

合計 22,562 9,882 12,612

４ 実施した取組

（１）イベントのオフセット

カーボン・オフセットの取組の一つにイベント開

催に伴い発生するCO2排出量のオフセットがありま

す。平成 29 年度は、「カシオ・ワールド・オープン」

や「第 21 回治山・林道・植樹体験ツアー」、「地球

環境フェア 2017」の、３件のイベントにおいて実

施されました。

（２）環境貢献型商品

高知県では、事業者がクレジットを購入し、自社

の商品にクレジットを付けて販売する「環境貢献型

商品」の開発も支援しています。この商品は、消費

者が購入するだけでカーボン・オフセットに参加す

ることができる仕組みになっています。平成 29年

度には、食品類や木毛など県内で７商品が売り出さ
もくめん

れました。

（３）自己活動のオフセット

高知県では、公共工事などの自己活動により発生

した CO2 排出量のカーボン･オフセットが進んでい

ます。平成 29 年度には、公共工事と公用車利用に

より 17 件のカーボン・オフセットが実施されまし

た。

取組状況の推移

平成 25 年度以降、自己活動については特に減少

傾向にあり、さらなる普及活動を行っていく必要が

あります。イベントや環境貢献型商品についても、

さらなる件数増加を目指し、普及活動を行い、環境

への貢献を促していく必要があります。

-用語解説-
※3 バッファー

クレジット発行量の３％にあたる量を、J-VER 制度

事務局の「バッファー管理口座」に補てん用クレジッ

トとして確保し、自然撹乱や避けがたい土地転用等に

よる消失分を補てんします。ただし、このバッファー

率は自然撹乱や土地転用等の発生状況等をふまえて変

更する可能性があります。

クレジットの販売状況（平成 30年３月末現在）
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（４）カーボン・オフセット証明書

高知県では、オフセット・クレジット（J-VER）

を購入及び無効化された方に対し、「カーボン・オ

フセット証明書」を発行してます。さらに、カーボ

ン・オフセットの取組回数が 10回以上かつクレジ

ットの購入量が 100t-CO2 以上の方へ「感謝状」の

贈呈を行っています。

＜カーボン・オフセット証明書＞

５ 今後の取組について

平成 29年度は、高知県内で創出したクレジット

や県内のカーボン・オフセットの取組などを多くの

方に紹介し、温暖化対策の必要性を理解していただ

くために、県内外のマッチングイベントに参加し、

高知県のオフセット・クレジットの説明や、県内の

クレジットを活用した環境貢献型商品の紹介など

を行ってきました。

今後は、イベント参加だけで無く、多くの企業に

直接訪問し、オフセット・クレジットの説明を行う

などさらなる普及活動を行っていく予定です。

足立区主催 地球環境フェア 2017 へブース出展

（平成 29 年５月）

EVI 環境マッチングイベント 2017 へブース出展

（平成 29年 10 月）

第 19回 エコプロ 2017 環境とエネルギーの

未来展へブース出展

（平成 29年 12 月）

第 85 回東京インターナショナル・ギフト・ショー

2018 春へブース出展

（平成 30年２月）
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１ 概要
木は、成長過程において大気中の二酸化炭素（CO2）

を吸収し固定します。この機能は伐採された後も続

いており、木材を使って建物等を建築することによ

り数十年にわたり CO2を固定することができます。

県産材の利用が温暖化防止に貢献することを数

値化することで、身近に感じていただくとともに、

県産材の需要促進を目指し、平成 20 年度から県産

材木造住宅などを対象に、木材中の CO2固定量を算

定し認証をする CO2 木づかい固定量認証制度に取

り組んでいます。

２ 認証の対象と要件

(１)個人及び建売の県産木造住宅

ア 高知県産材を用いた新築の木造住宅である

こと。

イ 認証申請者が対象となる家屋の建築主であ

ること。

ウ 「こうちの木の住まいづくり助成事業※１」、

「高知県産材住宅ローン※２」又は「土佐の

木の住まい普及推進事業※３」を利用又は利

用しようとする県産材を用いた木造住宅で

あること。

（２）県有及び市町村有の県産木造公共建築施設

ア 高知県産材を用いた新築の木造公共施設で

あること。

イ 認証申請者は、施設を所管する課長である

こと。

（３）一般建築施設

ア 高知県産材を用いた公共建築施設以外の新

築の木造建築施設であること。

イ 認証申請者は、対象となる施設の建築主で、

認証を希望する者であること。

（４）県産木製品※４

ア 原則として、高知県内で製造される商品で

あること。

イ 認証申請者は、認証を希望する木製品の製

造業者の代表者であること。

３ 高知県 CO2 木づかい固定量認証専門委員会

CO2 固定量の認証制度の仕組みづくりや審査基

準等を検討するため、高知県 CO2 木づかい固定量認

証専門委員会を設置しています。

委員会では、制度内容の見直しや、建築主などか

らの固定証書発行申請についての審査を行ってい

ます。

４ 認証状況（平成 30 年３月末現在）
（１）総認証件数：233 件

平成29年度の認証件数は、個人住宅が１件、

公共建築施設が４件、一般建築施設が４件と

なっています。

（２）認証概要

〈認証件数の推移〉

平成 25 年度以降、一般建築施設については徐々

に増加しています。年度全体で見ると、件数が減少

傾向にあり、より多くの人々に普及させていく必要

があります。そのためにも、積極的に広報活動を行

い、環境貢献の見える化と、県産材需要の促進につ

なげていきます。

年度 認証件数

平成 20 年度～

平成 24 年度
136

平成 25 年度 26

平成 26 年度 22

平成 27 年度 18

平成 28 年度 22

平成 29 年度 ９

合計 233

CO2木づかい固定量認証制度

（環境共生課）

高知県 CO2 木づかい固定量認証専門委員会
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※一般建築施設は平成 27 年度から認証対象に追加されました
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（３）認証までの流れ

５ 平成 29 年度に認証した公共施設

（１）県有施設

ア 高知県立林業大学校

（２）市町村有施設

ア 高知市春野町舎

イ 高知市鏡庁舎

ウ 伊野小学校

高知市春野庁舎

高知県立林業大学校

申
請
者

申請
・申請書

・県産材使用明細書

・使用木材の納品書

・建物の写真

高
知
県

固定量計算

審査
高知県 CO2 木づかい固定量

認証専門委員会にて審査。

認証

証書発行

申
請
者

受取

＜CO2 木づかい固定証書＞

－用語解説－

※１ 高知の木の住まいづくり助成事業

高知県内で新築、増築、リフォームを行う木造住宅に

対し、補助を行う事業です。

※２ 高知県産材住宅ローン

四国銀行が行っているローンで、高知県内で製材され

た国産の木材を住宅の構造材に 50%以上用いた住宅な

どに対し、「新規実行金利」、「店頭表示金利」より金利

を引き下げるものです。

※３ 土佐の木の住まい普及推進事業

土佐材パートナー企業※５として高知県外において高

知県産材の普及活動につとめていただいたうえで、県

産材を利用した建築などをしていただいた場合に、そ

の県産材利用量などに応じて補助を行う事業です。

※４ 県産木製品

県内で製造されたスギ又はヒノキの木製の家具、小物

等をいいます。

※５ 土佐材パートナー企業

高知県に登録された、高知県外で高知県産材を使用し

た住宅などの建築を促進するため、自ら積極的に県産

材の PR 活動を実施する工務店などのことです。
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